
様式第１号（第３条関係）

年 月 日

関係法令等（確認状況・手続結果）報告書

毛呂山町長 あて

報告者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例施行規則第３条第１項及び第２

項の規定により、関係法令等の（確認状況・手続結果）を下記のとおり報告します。

記

１．関係法令確認に係る太陽光発電事業

事 業 名：

事業区域の所在地：

２．関係法令等への該当状況

（※掲載した関係法令等は参考として例示したものであり、報告者の責任において、法令等

を所管する行政機関へ照会等により、最終的な確認・手続を行うこと。掲載した法令等の

ほかに該当するものがある場合、「その他の法律・条例に係る手続」欄に記入すること。）

関係法令等 該当の有無 担当部署等

（1）土地売買等の届出

（事後届出）手続

（国土利用計画法第 23 条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

( )

担当部署等

確認日 年 月 日

（2）土地の形質変更

（土壌汚染対策法第 4条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日



（3）3,000 ㎡以上の土地の

改変（埼玉県生活環境保

全条例第 80 条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（4）不法投棄等の処分

（廃棄物の処理及び清掃

に関する法律第 15条の

19）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（5）500 ㎡以上の土砂の敷

地外排出（埼玉県土砂の

排出、たい積等の規制に

関する条例第 6条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（6）500 ㎡以上の土地の埋

立て等の土地の形状変更

を計画する場合

（毛呂山町土地の埋立て等

の規制に関する条例第 7

条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（7）鳥獣保護区の特別保

護地区内における行為

（鳥獣の保護及び管理並び

に狩猟の適正化に関する

法律第 29条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（8）環境大臣が指定する

希少野生動植物種の捕獲

等の行為（絶滅のおそれ

のある野生動植物の種の

保存に関する法律第 10

条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（9）知事が指定する希少

野生動植物種の捕獲等の

行為（埼玉県希少野生動

植物の種の保護に関する

条例第 12条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日



（10）オオタカ等の保護に

関する配慮を要請（埼玉

県オオタカ等保護指針）

□ 営巣地の有無確認済

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（11）県立公園の特別地域

内における工作物の新

築・改築・増築、木竹の

伐採・損傷、土地の形状

変更等（埼玉県立自然公

園条例第 12 条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（12）県立公園の普通地域

内における工作物の新

築・改築・増築、土地の

形状変更等（埼玉県立自

然公園条例第 14条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（13）農地を農地以外のも

のにする行為（農地の転

用）（農地法第４条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（14）農地を農地以外のも

のにしたり採草放牧地以

外のものにするために行

う行為（所有権移転等）

（農地法第５条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（15）町農業振興地域整備

計画の変更（農用地区域

からの除外）（農業振興

地域の整備に関する法律

第 13条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 除外済

(除外日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日



（16）地域森林計画対象の

民有林内で 0.5ha を超え

て行われる土地の形質変

更（森林法第 10条の

２）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（17）地域森林計画対象の

民有林について、新たに

森林の土地所有者となる

こと。（森林法第 10条の

７の２）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（18）地域森林計画対象の

民有林内における立木の

伐採（森林法第 10条の

８）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（19）保安林の森林以外の

用途への転用（保安林指

定の解除）（森林法第 27

条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 解除済

(解除日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（20）保安林内における次

の行為 立木の伐採、損

傷、家畜放牧、下草・落

葉・落枝採取、土石・樹

根の採掘、開墾その他の

土地の形質の変更（森林

法第 34 条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（21）水源地域内の土地に

係る所有者・地上権・地

役権・使用賃借権・貸借

権の移転又は設定（埼玉

県水源地域保全条例第７

条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日



（22）道路（県道）に工作

物・物件・施設を設け、

継続して道路を使用とす

る行為等（道路の占用）

（道路法第 32条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（23）道路（町道）に工作

物・物件・施設を設け、

継続して道路を使用とす

る行為等（道路の占用）

（道路法第 32条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（24）河川区域内における

次の行為 河川の流水の

占用、土地の占用、盛

土・切土等の土地の形状

の変更等（河川法第 23

条から第 27 条まで）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（25）河川保全区域内にお

ける次の行為 土地の掘

削、盛土・切土等の土地

の形状の変更等（河川法

第 55条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（26）公共物について次の

行為等 工作物その他施

設を新築・改築・除却、

流水又は敷地の現況に影

響を及ぼす行為（毛呂山

町公共物管理条例第 4

条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（27）面積が 1ha 以上の開

発行為で、雨水流出抑制

施設を設置しないと雨水

流出量を増加させるおそ

れがある行為（埼玉県雨

水流出抑制施設の設置等

に関する条例第 3条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日



（28）面積が１ha 以上の開

発行為で、湛水想定区域

内の土地に盛土をする行

為（埼玉県雨水流出抑制

施設の設置等に関する条

例第 12 条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（29）砂防指定地内におけ

る次の行為 工作物の新

築・改築・除去等（砂防

法第４条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（30）砂防指定地内におけ

る次の行為 のり切・切

土・掘削・盛土等による

土地の形状変更等（埼玉

県砂防指定地管理条例第

３条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（31）地すべり防止区域内

における次の行為 地下

水の誘致又は停滞行為に

よる地下水の増加等（地

すべり等防止法第 18

条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（32）土砂災害特別警戒区

域内における次の行為

住宅、社会福祉施設、学

校及び医療施設の建設

（土砂災害警戒区域等に

おける土砂災害防止対策

の推進に関する法律第

10 条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（33）急傾斜地崩壊危険区

域内における次の行為

水の放流・停滞行為等・

水のしん透を助長する行

為等（急傾斜地の崩壊に

よる災害の防止に関する

法律第７条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日



（34）特定建設資材を使用

した建築物等の解体工事

等又は特定建設資材を使

用する新築工事等（建設

工事に係る資材の再資源

化等に関する法律第 10

条、第 11条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（35）開発行為又は建築行

為（都市計画法第 29

条、第 43条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（36）建築物を建築しよう

とする場合（建築基準法

第６条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 確認済

(確認日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（37）重要文化財の現状を

変更し、その保存に影響

を及ぼす行為（文化財保

護法第 43条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（38）周知の埋蔵文化財包

蔵地（遺跡）の範囲内に

おける建築・土木工事等

（文化財保護法第 93

条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（39）史跡名勝天然記念物

の現状を変更し、その保

存に影響を及ぼす行為

（文化財保護法第 125

条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日



1 事業区域の位置図、公図の写し、その他必要な書類を別添とすること。

2 事前協議前までに、関係法令等の手続の有無を記入し、提出すること。

3 事業計画の届出前までに関係法令等の許認可取得状況を記入し、関係法令等の許可証等の写しを添え

て提出すること。

（40）県指定有形文化財の

現状を変更し、その保存

に影響を及ぼす行為（埼

玉県文化財保護条例第 14

条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（41）県指定史跡名勝天然

記念物の現状を変更し、

その保存に影響を及ぼす

行為（埼玉県文化財保護

条例第 35条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（42）県指定旧跡の現状を

変更し、その保存に影響

を及ぼす行為（埼玉県文

化財保護条例第 39条）

□ 届出必要

□ 届出済

(届出日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（43）町指定文化財の現状

を変更する行為（毛呂山

町文化財保護条例第 11

条）

□ 申請必要

□ 申請中

□ 許可済

(許可日 年 月 日)

□ 不要

（ ）

担当部署等

確認日 年 月 日

（44）その他の法律・条

例に係る手続

□ 申請必要・届出必要

□ 申請中

□ 許可済・届出済

(許可日 年 月 日)

(届出日 年 月 日)

担当部署等

確認日 年 月 日



様式第２号（第４条関係）

年 月 日

事前協議書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第９条第１項の規定により、

関係書類を添えて下記のとおり協議します。

記

※裏面の書類を添付すること。

1 発 電 施 設 の 名 称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3
事業区域の敷地面積

及 び 現 況 地 目

敷地面積 ㎡（□実測 □公簿）

現況地目 □宅地 □田 □畑 □山林 □その他（ ）

4 発 電 出 力 kW

5 事 業 者

住所

氏名

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

6 着 工 予 定 年 月 日 年 月 日

7 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

8 参 考 資 料 別添のとおり※



添付書類

※（２）に掲げる資金計画は、保守点検を含む維持管理に要する費用及び撤去費の積立てに

要する費用を計上すること。

※（11）に掲げる雨水排水処理計算書は、毛呂山町雨水排水処理基準に基づいて算出するこ

と。太陽光発電設備の流出係数は、屋根に準じて０．９０とする。

※（12）に掲げる造成計画平面図及び断面図は、樹木の伐採、切土、盛土その他土地の形質

の変更を伴わない場合に省略することができる。

（１）事業者を証明する書類（法人の場合は定款及び履歴事項全部証明書、個人の場合

は住民票抄本）

（２）資金計画（設置後 20 年間分の資金の流れを含む収支内訳書）

（３）事業者が申請者と相違する場合は委任状

（４）位置図（縮尺 1/2500 以上）

（５）現況図（縮尺 1/500 以上）及び現況縦横断図（縮尺 1/500 以上）

（６）公図（事業区域及び隣接地の地番、面積、所有者の住所氏名等（当該土地に建築

物が存在する場合は、その所有者の住所氏名等を含む。）を記入するとともに、道

水路を表示すること。）

（７）事業区域の土地登記事項証明書（当該土地に建築物が存在する場合は、家屋登記

事項証明書を含む。）

（８）求積図（縮尺 1/500 以上）（雨水排水面積計算表を含む。）

（９）土地利用計画図（縮尺 1/500 以上）

（10）排水計画平面図（縮尺 1/500 以上）、縦断図（縮尺 1/500 以上）及び構造図

（11）雨水排水処理計算書（林地開発等の場合は埼玉県の指導によるものとする。）

（12）造成計画平面図（縮尺 1/500 以上）及び断面図（縮尺 1/500 以上）

（13）工作物設計図（平面図、立面図及び断面図・縮尺 1/100 以上）

（14）工程表

（15）事業区域現況写真

（16）太陽光パネル等仕様書

（17）架台断面図及び構造図（構造計算書を含む。）

（18）緊急連絡先一覧

（19）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類



様式第３号（第６条関係）

年 月 日

説明会等実施予定報告書

毛呂山町長 あて

報告者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１０条第２項の規定により、関

係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

※ 7説明者が複数の場合には、別紙にて報告すること。

1 発 電 施 設 の 名 称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3 実 施 方 法 □ 説明会 □その他（ ）

4 実 施 予 定 日 時 年 月 日（ ） 時 ～ 時

5 実 施 予 定 場 所

6 事 業 者

住所

氏名

電話

7 説 明 者

住所

氏名

電話

8 説明会参加予定者
説明対象者（ ）

参加者人数（ ）



（別紙）

7 説 明 者

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話



様式第４号（第６条関係）

年 月 日

説明会等結果報告書

毛呂山町長 あて

報告者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１０条第６項の規定により、関

係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

添付書類
1 説明概要
2 説明会等に配付又は使用した書類等
3 説明会等を行った地域の範囲又は住民等を示した書類等
4 地域住民等からの意見とその対応等についてまとめた書類等
5 説明会を開催した状況を確認できる写真
6 説明会出席者名簿の写し

1 発 電 施 設 の 名 称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3 実 施 方 法 □ 説明会 □その他（ ）

4 実 施 日 時 年 月 日（ ） 時 ～ 時

5 実 施 場 所

6 事 業 者

住所

氏名

電話

7 説 明 者

住所

氏名

電話

8 説 明 会 参 加 者
説明対象者（ ）

参加者人数（ ）

9
要望・意見等の内容

及 び そ の 対 応 等



7 説 明 者

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話

住所

氏名

電話



9 要望・意見等の内容 対応等



様式第５号（第７条関係）

年 月 日

事業計画届出書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１１条第１項の規定により、関

係書類を添えて下記のとおり届け出ます。

記

1 発 電 施 設 の 名 称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3
事 業 区 域 の 敷 地 面 積

及 び 現 況 地 目

敷地面積 ㎡（□実測 □公簿）

現況地目 □宅地 □田 □畑 □山林 □その他（ ）

4 発 電 出 力 kW

5 事 業 者

住所

氏名

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

6 着 工 予 定 年 月 日 年 月 日

7 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

8 発 電 事 業 の 設 計 者

住 所

氏 名

連絡先

9 発電事業の工事施工者

住 所

氏 名

連絡先

10 発電事業の工事管理者

住 所

氏 名

連絡先



※1 「事業終了時の対応」は、発電設備を廃止した場合の将来計画をあらかじめ検討した結果

について、その計画内容及び概算費用並びに経費の調達方法等について記載すること。

※2 添付書類を別添とし、本届出書と併せて提出すること。

11 保守点検・維持管理予定者

住 所

氏 名

連絡先

12 事 業 終 了 時 の 対 応 ※ 1

□検討済 □未定

将来計画及び概算費用

（ ）

13 添 付 書 類 別添のとおり※2



添付書類

※（２）に掲げる資金計画は、保守点検を含む維持管理に要する費用及び撤去費の積立てに

要する費用を計上すること。

※（11）に掲げる雨水排水処理計算書は、毛呂山町雨水排水処理基準に基づいて算出するこ

と。太陽光発電設備の流出係数は、屋根に準じて０．９０とする。

※（12）に掲げる造成計画平面図及び断面図は、樹木の伐採、切土、盛土その他土地の形質

の変更を伴わない場合に省略することができる。

（１）事業者を証明する書類（法人の場合は定款及び履歴事項全部証明書、個人の場合

は住民票抄本）

（２）資金計画（設置後 20 年間分の資金の流れを含む収支内訳書）

（３）事業者が申請者と相違する場合は委任状

（４）位置図（縮尺 1/2500 以上）

（５）現況図（縮尺 1/500 以上）及び現況縦横断図（縮尺 1/500 以上）

（６）公図（事業区域及び隣接地の地番、面積、所有者の住所氏名等（当該土地に建築

物が存在する場合は、その所有者の住所氏名等を含む。）を記入するとともに、道

水路を表示すること。）

（７）事業区域の土地登記事項証明書（当該土地に建築物が存在する場合は、家屋登記

事項証明書を含む。）

（８）求積図（縮尺 1/500 以上）（雨水排水面積計算表を含む。）

（９）土地利用計画図（縮尺 1/500 以上）

（10）排水計画平面図（縮尺 1/500 以上）、縦断図（縮尺 1/500 以上）及び構造図

（11）雨水排水処理計算書（林地開発等の場合は埼玉県の指導によるものとする。）

（12）造成計画平面図（縮尺 1/500 以上）及び断面図（縮尺 1/500 以上）

（13）工作物設計図（平面図、立面図及び断面図・縮尺 1/100 以上）

（14）工程表

（15）事業区域現況写真

（16）太陽光パネル等仕様書

（17）架台断面図及び構造図（構造計算書を含む。）

（18）緊急連絡先一覧

（19）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類



様式第６号（第７条関係）

年 月 日

事業計画変更届出書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１１条第２項の規定により、関

係書類を添えて下記のとおり届け出ます。

記

※ 変更の内容に応じて必要な書類を別添とすること。

1 発電施設の名称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3 変 更 の 内 容

変更前

変更後

4 変 更 の 理 由

5 参 考 書 類 別添のとおり※



様式第７号（第９条関係）

年 月 日

工事着手届出書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１３条の規定により、関係書類

を添えて下記のとおり届け出ます。

記

1 発電施設の名称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3 予 定 工 期

自 年 月 日

至 年 月 日

4 現 場 責 任 者

住 所

氏 名

電話番号



様式第８号（第１０条関係）

年 月 日

工事完了（中止）届出書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

太陽光発電設備の設置を完了（中止）したので、毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に

関する条例第１４条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり届け出ます。

記

添付書類

１ 工事完了届

（１）竣工図

（２）工事完了後の写真

（３）その他町長が必要と認める書類

２ 工事中止届

（１）事業計画中止までの状況が分かる書類

（２）その他町長が必要と認める書類

1 発 電 施 設 の 名 称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3 工 期

（着工から完了(中止）まで)

自 年 月 日

至 年 月 日

4 工 事 中 止 の 理 由

5 発 電 事 業 の 設 計 者

住 所

氏 名

電話番号

6 発電事業の工事施工者

住 所

氏 名

電話番号

7 発電事業の工事管理者

住 所

氏 名

電話番号



様式第１０号（第１１条関係）

年 月 日

事業廃止届出書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１５条第１項の規定により、次

のとおり太陽光発電設備を廃止するので届け出ます。

1 発 電 施 設 の 名 称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3 事業区域の敷地面積 ㎡

4 発 電 出 力 kW

5 事業計画届出年月日 年 月 日

6 事 業 廃 止 年 月 日 年 月 日

7 事 業 廃 止 の 理 由

8
発電設備の撤去及び

処分に係る計画の概要

9 発電設備の撤去事業者

住 所

氏 名

電話番号



様式第１１号（第１１条関係）

年 月 日

事業廃止完了届出書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１５条第３項の規定により、太

陽光発電設備を廃止したので、太陽光発電設備の解体、撤去及び廃棄等に係る措置状況を届

け出ます。

添付書類

・産業廃棄物管理票（マニフェスト伝票）のうち、排出事業者が処分終了を確認する『Ｄ票

の写し』及び最終処分終了を確認する『Ｅ票の写し』

1 発 電 施 設 の 名 称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3 事業区域の敷地面積 ㎡

4 発 電 出 力 kW

5 事業計画届出年月日 年 月 日

6 事 業 廃 止 年 月 日 年 月 日

7
解体完了年月日及び

解 体 事 業 者

解体年月日 年 月 日完了
住 所
氏 名
電 話 番 号

8
撤去完了年月日及び

撤 去 事 業 者

撤去年月日 年 月 日完了
住 所
氏 名
電 話 番 号

9
廃棄完了年月日及び

廃 棄 事 業 者

廃棄年月日 年 月 日完了
住 所
氏 名
電 話 番 号



様式第１２号（第１２条関係）

年 月 日

地位承継届出書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１６条第１項の規定により、関

係書類を添えて下記のとおり届け出ます。

記

※1事業者名、住所及び連絡先等について、承継の内容を記載すること。

添付書類

1 売買契約書等の写し

2 土地登記事項証明書

3 地位承継が分かるもの

1 発 電 施 設 の 名 称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3 事業計画届出年月日 年 月 日

4 工 事 完 了 年 月 日 年 月 日

5 承 継 年 月 日 年 月 日

6 承 継 の 内 容 ※ 1

承継前

承継後

7 承 継 理 由



様式第１３号（第１４条関係）

１ 運転開始前においては「（西暦）〇〇〇〇年〇〇月〇〇日（予定）」と記載すること。

２ 運転開始予定日が変更となった場合、その都度、「運転開始年月日」欄を修正すること。

３ 運転開始後においては、運転を開始した年月日を「（西暦）〇〇〇〇年〇〇月〇〇日」と

記載すること。

太陽光発電事業

太陽光発電設備

名 称

設備 ID

所 在 地

発電出力 kW

太陽光発電事業者

氏 名

住 所

連 絡 先

保守点検責任者
氏 名

連 絡 先

運転開始年月日

30ｃｍ以上

40 ㎝以上



様式第１４号（第１４条関係）

年 月 日

標識（掲示・掲示内容変更）届出書

毛呂山町長 あて

届出者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第１８条第３項の規定により、関

係書類を添えて下記のとおり届け出ます。

記

添付書類

1 位置図

2 標識の掲示又は掲示内容変更を証する写真（標識の内容１枚、標識の掲示状況１枚）

1 発電施設の名称

2 設 備 I D

3 設 置 場 所 毛呂山町

4 発 電 出 力 kW

5 発 電 事 業 者

住 所

氏 名

連絡先

6 保守点検責任者

住 所

氏 名

連絡先

7 運転開始年月日 年 月 日



様式第１８号（第１６条関係）

年 月 日

事業改善報告書

毛呂山町長 あて

報告者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

年 月 日付け 第 号で指導、助言又は勧告を受けたことにつ

いて、必要な措置を講じたので、次のとおり報告します。

1 発電施設の名称

2 設 置 場 所

3
指導、助言又は

勧 告 の 内 容

4 措 置 内 容



様式第２０号（第１７条関係）

年 月 日

公表に対する弁明書

毛呂山町長 あて

事業者 住 所

氏 名 印

電話番号

（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

毛呂山町太陽光発電設備の適正な設置等に関する条例第２２条第２項の規定により、次

のとおり弁明します。

※弁明書は、証拠書類等を添付して提出することができる。

1 発電施設の名称

2 設 置 場 所 毛呂山町

3
公表の原因となった

事業についての弁明

4
その他当該事案の

内容についての弁明


